
教 育 委 員 会 会 議 

日時 平成３０年６月２１日（木）

午後２時００分

場所  教育委員会室 

＜ 次  第 ＞ 

１ 開  会 

２ 教育長の報告 

報告第７号 さいたま市教職員（管理職）の人事について［非公開案件］ 

３ 議  事 

議案第４４号 さいたま市教育委員会教育長に対する事務委任規則の一部を改正する規則につ

いて 

議案第４５号 さいたま市教育委員会公印規則の一部を改正する規則について 

議案第４６号 さいたま市学校結核対策委員会委員の委嘱及び任命について［非公開案件］ 

議案第４７号 さいたま市学校災害救済給付金審査委員会委員の委嘱について［非公開案件］ 

議案第４８号 さいたま市立教育研究所運営委員会委員の委嘱及び任命について［非公開案件］ 

議案第４９号 さいたま市青少年宇宙科学館運営委員会委員の委嘱及び任命について［非公開

案件］ 

議案第５０号 さいたま市図書館協議会委員の任命について［非公開案件］ 

議案第５１号 さいたま市視聴覚ライブラリー運営委員会委員の任命について［非公開案件］ 

３ 閉  会 



議案第４４号

   さいたま市教育委員会教育長に対する事務委任規則の一部を改正する規則について

 さいたま市教育委員会教育長に対する事務委任規則の一部を改正する規則を、別紙のと

おり制定する。

平成３０年６月２１日提出

さいたま市教育委員会

教育長 細田 眞由美



別紙 

さいたま市教育委員会教育長に対する事務委任規則の一部を改正する規則

さいたま市教育委員会教育長に対する事務委任規則（平成１３年さいたま市教育

委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（専決事務）

第３条 教育長その他の教育委員会職員（以下「教

育長等」という。）は、次に掲げる委員会の権限

に属する事務について、専決（常時、委員会の会

議の議決に代わって決裁することをいう。）をす

るものとする。

  ・  ［略］

 審査請求の審理手続に関すること。

（専決事務）

第３条 教育長その他の教育委員会職員（以下「教

育長等」という。）は、次に掲げる委員会の権限

に属する事務について、専決（常時、委員会の会

議の議決に代わって決裁することをいう。）をす

るものとする。

  ・  ［略］

 審査請求の審理手続及びさいたま市情報公開

・個人情報保護審査会への諮問に関すること。

附 則

 この規則は、公布の日から施行する。



参考資料



教管教総第２８号

平成３０年４月２日

副教育長

各 部 長            

教  育  長

教育委員会から教育長に委任された事務に関する処分に係る審査庁について（通知）

標記について、本市では教育委員会を審査庁としておりましたが、平成２６年に行われ

た地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正後に任命された教育長の行った処

分に係る審査庁については、その解釈が分かれていたところ、別添の文部科学省からの平

成３０年３月２８日付け事務連絡により、教育長が審査請求をすべき行政庁となる旨の解

釈が示されました。そのため、本市においても今後、平成３０年度以降に提起のあった審

査請求については、法令等で別の審査庁が明示されている場合を除き、教育長を審査庁と

することとします。

つきましては、上記処分のうち審査請求をすることができる処分を行う際の教示文につ

いては御注意いただきますようお願いします。

担当 教育総務課秘書・総務係 

外線 ０４８－８２９－１６２３ 

内線 ３９１３



参考法令 

●さいたま市教育委員会教育長に対する事務委任規則（平成１３年教育委員会規則第７号） 

（委任事務） 

第２条 委員会は、次に掲げるもの及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２５条

第２項各号に掲げるものを除き、その権限に属する事務を委員会教育長（以下「教育長」

という。）に委任する。 

 学齢児童・生徒の就学すべき学区の設定又は変更をすること。 

 委員会の附属機関の委員の任免を行うこと。 

 教科用図書の採択に関すること。 

 委員会表彰を行うこと。 

 文化財の指定又は解除に関すること。 

 人事の基本方針を定めること。 

 前各号に掲げるもののほか、教育長に委任することが適当でないと認められる事務を行

うこと。 

●地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号） 

（事務の委任等） 

第２５条 教育委員会は、教育委員会規則で定めるところにより、その権限に属する事務の

一部を教育長に委任し、又は教育長をして臨時に代理させることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事務は、教育長に委任することができない。 

 教育に関する事務の管理及び執行の基本的な方針に関すること。 

 教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃に関すること。 

 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の設置及び廃止に関すること。 

 教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任免その他

の人事に関すること。 

 次条の規定による点検及び評価に関すること。 

 第２７条及び第２９条に規定する意見の申出に関すること。 

  ３・４ [略] 

●さいたま市情報公開条例（平成１３年さいたま市条例第１７号） 

（審査請求があった場合の手続） 

第１９条 開示決定等又は開示請求に係る不作為について審査請求があった場合は、当該審

査請求に係る審査庁は、次の各号のいずれかに該当するときを除き、別に定めるさいたま

市情報公開・個人情報保護審査会に諮問し、その答申を尊重して、速やかに、当該審査請

求についての裁決をしなければならない。 

・  [略] 

２～４ [略] 

●平成２６年法律第７６号による改正前の地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３

１年法律第１６２号） 

（教育長の職務） 

第１７条 教育長は、教育委員会の指揮監督の下に、教育委員会の権限に属するすべての事

務をつかさどる。 ※平成２６年改正により当該条文は削除 



提案理由

教育委員会から教育長に委任された事務に関する処分についての審査庁を改

めたことに伴い、所要の改正を行うため、さいたま市教育委員会教育長に対す

る事務委任規則の一部を改正するものです。

なお、施行期日は、公布の日です。



議案第４５号

   さいたま市教育委員会公印規則の一部を改正する規則について

 さいたま市教育委員会公印規則の一部を改正する規則を、別紙のとおり制定する。

平成３０年６月２１日提出

さいたま市教育委員会

教育長 細田 眞由美



別紙 

さいたま市教育委員会公印規則の一部を改正する規則 

さいたま市教育委員会公印規則（平成１３年さいたま市教育委員会規則第９号）の

一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

別表第１（第５条、第７条関係） 別表第１（第５条、第７条関係） 

 庁印 ［略］   庁印 ［略］ 

 職印   職印 

公印の名

称 

ひ

な

形

番

号 

書

体 

寸法 

（ミリ

メート

ル） 

個

数

使用区

分 
保管者 

 ［略］ 

さいたま市

立○○特別

支援学校長

之印 

 ［略］ 

さいたま市

教育委員会

審理員印 

２１て

ん

書

方２４１ 審理員名

で発する

文書 

教育総務

課長 

公印の名

称 

ひ

な

形

番

号 

書

体 

寸法 

（ミリ

メート

ル） 

個

数

使用区

分 
保管者 

 ［略］ 

さいたま市

立○○特別

支援学校長

之印 

 ［略］ 

別表第２（第５条関係） 

 庁印 ［略］ 

 職印 

［略］ 

２０  ２１ 

［略］ 
さいたま市 

教育委員会 

審 理 員 印

別表第２（第５条関係） 

 庁印 ［略］ 

 職印 

［略］ 

２０ 

［略］ 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 



参考法令 

●行政不服審査法（平成２６年法律第６８号） 

(審理員) 

第９条 第４条又は他の法律若しくは条例の規定により審査請求がされた行政庁（第１４条

の規定により引継ぎを受けた行政庁を含む。以下「審査庁」という。）は、審査庁に所属

する職員（第１７条に規定する名簿を作成した場合にあっては、当該名簿に記載されてい

る者）のうちから第３節に規定する審理手続（この節に規定する手続を含む。）を行う者

を指名するとともに、その旨を審査請求人及び処分庁等（審査庁以外の処分庁等に限る。）

に通知しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに掲げる機関が審査庁である場

合若しくは条例に基づく処分について条例に特別の定めがある場合又は第２４条の規定に

より当該審査請求を却下する場合は、この限りでない。        情報公開条例 

 内閣府設置法第４９条第１項若しくは第２項又は国家行政組織法第３条第２項に規定

する委員会 

 内閣府設置法第３７条若しくは第５４条又は国家行政組織法第８条に規定する機関 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第１項に規定する委員会若し

くは委員又は同条第３項に規定する機関          教育委員会 

  ２～４ [略] 

●さいたま市情報公開条例（平成１３年さいたま市条例第１７号） 

（審査請求があった場合の手続） 

第１９条 開示決定等又は開示請求に係る不作為について審査請求があった場合は、当該審

査請求に係る審査庁は、次の各号のいずれかに該当するときを除き、別に定めるさいたま

市情報公開・個人情報保護審査会に諮問し、その答申を尊重して、速やかに、当該審査請

求についての裁決をしなければならない。 

 審査請求が不適法であり、却下するとき。 

 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る行政情報の全部を開示するとき

（当該行政情報の開示について反対意見書が提出されているときを除く。）。 

２ 前項に規定する審査請求については、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第９

条第１項の規定は、適用しない。 

３・４ [略] 

●平成２６年法律第７６号による改正前の地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３

１年法律第１６２号） 

（教育長の職務） 

第１７条 教育長は、教育委員会の指揮監督の下に、教育委員会の権限に属するすべての事

務をつかさどる。 ※平成２６年改正により当該条文は削除 



提案理由

行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第９条の審理員が使用する職印

を作成するため、さいたま市教育委員会公印規則の一部を改正するものです。

なお、施行期日は、公布の日です。


